
 

第６２回医療扶助実態調査（診療、調剤内容調査）要綱 

 

１ 目的 

 この調査は、生活保護法による医療扶助受給者の診療内容を把握し、被保護階層に対する医療対策

その他厚生労働行政の企画運営に必要な基礎資料を得ようとするものである。 

 

２ 調査客体 

 この調査の客体は、福祉事務所に保管される平成２６年６月基金審査分（４・５月診療分）の診療

報酬明細書及び調剤報酬明細書（以下「明細書」という。）のうち、一般診療（病院・一般診療所）の

入院分及び入院外分、歯科診療分、調剤分について、レセ電仕様明細書（以下「レセ電データ」とい

う。）の全データを対象とする。 

 ただし、歯科診療の入院分は調査客体としない。 

 

３ 調査事項 

 診療報酬明細書の記入事項のうち、傷病名、診療実日数、診療行為別点数等の事項及び調剤報酬明

細書の記入事項のうち、受付回数、処方調剤、調剤点数の事項とする。 

 

４ 調査票の作成、審査及び提出 

（１）福祉事務所は、「生活保護等レセプト管理システム匿名化機能」により、レセ電データを磁気

媒体に出力し、送付表を添付して都道府県・指定都市・中核市本庁に提出する。 

（２）都道府県・指定都市・中核市本庁は、福祉事務所から提出されたレセ電データ及び提出表を取

りまとめ、厚生労働省社会・援護局保護課調査係あて１部提出する。 

 

５ 集計及び結果の公表 

 集計及び結果の公表は、厚生労働省社会・援護局保護課が行う。 

 なお、調査客体として提出された磁気媒体は、集計終了後速やかに廃棄することとしている。 


